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　07年度の研究実施状況は、概ね以下のとおりである。
　第一に、当初の予定と異なり、イギリスと日本の公務員制度の違いについて研究を進める結果
となった。従来筆者は、イギリスの行政改革の中核はExecutive　Agenciesの創設であると考えて
きた。政策執行に特化した組織を省庁の核組織から切離し、各種の効率化策を駆使することがで
きる管理能力を備えた人材を内外から公募し、期限付きで契約するというこの組織への衣替えこ
そがイギリスの行革の核心であると考えたのである。確かにExecutive　Agenciesは現在、国の公
務員の約75％を擁し、NPM改革の総本山である。しかし、サッチャー改革から30年近くを経た
現在の学会論調からすると、イギリスの国レベルの行政に大きな影響を及ぼしているもう一つの
改革は、中央省庁に残された核組織である高級官僚の役割の変化であると考えるようになった。
Executive　Agenciesの切り離しを進んで実施し、幹部のみが属する中核組織として大臣への政策助
言に専念するという目論見ははずれ、高級官僚の影響力は外部からのアドバイザーによって相対
化される一方であるとの評価がなされている。行政組織改革と平行しておこなわれてきた公務員
制度改革は、イギリスの伝統的な公務員制度を相当に変化させており、想定外の副次的効果も含
め、行政組織改革と連動してイギリスの行政に変化をもたらしてきた。ノースコート・トレベリ
アン報告以来の伝統をもつイギリスの公務員制度は日本の制度と酷似しており、それがこの30年
間で大きく転換したこと一（上位グレードの開放構造化、入省後の幹部転換が容易になったこと）
は、現在の日本の公務員制度改革にも参考になるものと考えられる。
　第二に日英の審議会にっいて文献調査を始めた。日本の審議会は、2001年の省庁再編の際に、
大臣の責任を明確にするとの論旨で大幅に縮小された。しかし、審議会の総数は大きく削減され
たものの、分科会という形で審議会の下にぶらさがっており、委員の数や実態において大きく変
化してはいないようである（集計中）。一方、イギリスの審議会はNBPB　sとして政府が集約する
ものの一部であるが、これも保守党政権下では表向きの数の削減とは対照的に、費やす資金の額
が増え、労働党政権化では数自体が増えている。これらの変化の意味するところについては現在
検討中である。
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